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2028年度新規事業／基本コンセプト（案）

■ 基本コンセプト（案）
• 「みんなで創って、みんなで育てる水素・アンモニアサプライチェーン」
• 政府、自治体、供給事業者、需要家、研究機関、金融機関等が連携してサプライチェーンを共創・共育。
• 前身事業※1の技術成果を社会実装につなげる新たなステージとして位置付け。

■ 事業目標（案）
• 水素基本戦略、官民投資ロードマップ、水素大動脈構想の実現に貢献。
• NEDO水素インフラ技術開発ロードマップと整合した研究開発を推進。
• 技術開発、国際標準化、需要創出を通じて2030年以降の本格導入を加速。

◼ 2028年度新規事業立案※2に向けた情報提供の依頼（RFI：Request for Information)を実施します。

◼ RFIに合わせて、別途個別ヒアリングも実施予定。

※1 競争的な水素サプライチェーン構築に向けた技術開発事業（2023～2027FY）

※2 2028年度新規事業が立ち上がることが約束されているわけではありません。 2
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◼ 本事業は、水素基本戦略、官民投資ロードマップ及び水素大動脈構想が掲げる水素・アンモニアの社会

実装と大規模サプライチェーン構築の実現に貢献することを目的とする。また、NEDO水素インフラ技術開
発ロードマップ等で示された技術開発・実証・社会実装の方向性と整合を図りながら、2030年以降の本格
導入を見据えたサプライチェーンの早期立ち上げと持続的な成長に資する研究開発を推進する。

◼ 本事業では、水素・アンモニアサプライチェーンの構築を「共に創り、共に育てる」ことを基本理念とし、自治体、
供給事業者、需要家、研究機関等の多様な主体の連携を通じて、社会実装に向けた技術課題の解決、規
制・標準化への貢献及び需要創出につながる要素技術開発を進める。

◼ なお、本事業全体としては、特定の技術目標値を一律に設定するのではなく、水素・アンモニアサプライチェー
ンを構成するそれぞれの技術分野や事業フェーズの特性を踏まえ、個別テーマごとに技術的達成目標、社会
実装目標及びアウトカム目標を設定する。

◼ 各テーマにおいては、水素基本戦略等で示される導入拡大やコスト低減への貢献、NEDO技術開発ロー
ドマップにおける技術成熟度向上、事業化可能性の向上、規制合理化・国際標準化への貢献等を定性
的な評価指標として設定し、その達成を目指す。

◼ また、各テーマにおいては、政策目標の実現に資する技術的・社会的課題の解決を目指し、実用化・事業化
への道筋を明確化するとともに、将来的なアウトカム創出への貢献を評価する。

事業目標
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水素インフラ技術開発ロードマップを「答え」ではなく、対話の出発点に

RFIにプロセス・コンサルテーションを組み込み、2028年度新規事業の問いと構想を共に磨く

1 共有

ロードマップ
技術課題・時間軸

2 収集(RFI)

技術シーズ
現場の課題・制約

3 対話

ヒアリング
傾聴・問いかけ、壁打ち

4 統合

共通課題
協調・競争領域
ロングリスト作成

5 構想

28年度新規事業立案
狙い・範囲

NEDO版プロセス・コンサルテーション※の実践要素

傾聴 何が起きているか

現場・利用者・制約を理解
問いかけ

本当の課題は何か

前提・ボトルネックを深掘り

壁打ち 選択肢をどう整理するか

論点と次の行動を言語化

相互学習 対話から何を学ぶか

NEDOも理解と支援力を更新

産学官 技術シーズと成立条件 ／ 現場課題・制約
制度・国際標準・連携 ／ ロードマップの不足論点

対話 問いと対話の場を設定 ／ 知見を横断整理
課題構造を可視化 ／ 新規PJの目的を明確化

2026年9月 2026年10月中下旬
～11月中下旬

2026年11月～ 2027年1月～ 2027年4月～

※Edgar H. Scheinの「Process Consultation」の考え方を参考に構成。専門家が答えを示すのではなく、対話を通じて当事者自身の問題解決を支援するアプローチ。
2026年6月に改訂・公開された『NEDO研究開発マネジメントガイドライン』において、NEDO職員の伴走支援力を強化するための重要な方針として明記された。

RFIの目的 ～対話を通じた新規プロジェクトの立案～

4
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RFIの作成について

• 本RFIは、完成した事業計画の提出を求めるものではない。水素インフラ技術開発ロードマップを踏まえ、2030年、2040年、
2050年の目標達成に向けて解決すべき研究開発課題や新たなプロジェクトにつながるアイデアを幅広く把握することを目的と
する。

• 提出された内容については、必要に応じて対話を行いながらブラッシュアップし、2028年度の新規プロジェクト形成に活用する。
• 提案に当たっては、現時点における課題認識、研究開発の仮説及び期待される効果を、可能な範囲で記載するものとする。提出
時点で内容が十分に具体化されている必要はない。提出後の対話を通じて、定量的な効果、研究開発内容、実施体制及び社
会実装条件等を具体化していくことを想定している。

本RFIで重視する視点は以下の通り。

1．コストを下げる

個別機器だけでなく、製造、輸送・貯蔵、利用を通じた水素・アンモニア

サプライチェーン全体のコスト低減に貢献すること。

2．需要と供給を拡大する

技術開発により、新たな供給能力または需要を具体的に拡大できること。

3．アンカー需要を創出する

発電、産業、物流、港湾など、サプライチェーン形成の核となる需要を創

出・拡大できること。

4．共に創り、共に育てる

複数の主体が知見と役割を持ち寄り、サプライチェーン、技術、市場、

データ、ノウハウを継続的に発展させられること。

RFI作成フォーマット

5
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RFIにおける技術開発の対象範囲

RFIの段階では、水素・アンモニアサプライチェーン全体を研究開発の対象範囲とする。

⑤需要創出・利用拡大

※水素インフラ技術ロード
マップは、⑤以外の①～
④の範囲で作成している。

6
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ロードマップのサマリ 詳細ロードマップ 解説書

（参考）水素インフラ技術開発ロードマップの構成

全体像、詳細技術、技術開発の背景・根拠、国内外動向を一体的に整理

7
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4つの技術領域を、2030年・2040年・2050年の同じ時間軸で進める
供給拡大・需要創出・コスト低減を同期し、実証から商用化、自立市場へ移行する

2030 市場立上げ 2040 導入拡大・本格普及 2050 自立・最適化

① 大規模水素SC

大量供給＋大規模発電

供給・発電を実証

輸送・受入の大型化に加え
水素・NH₃混焼等を実証

商用SC・発電を拡大

輸送・受入規模を拡大し
高混焼・専焼技術へ展開

供給と発電を本格化

供給源・キャリアを多様化し
専焼発電の社会実装と安定供給を実現

② 需要地水素SC

地域へ展開

国内供給の起点形成

国内製造と多様な輸送技術を確立
地域拠点の整備に着手

ハブ＆スポークを形成
製造技術の量産化、大型化、低コスト化

拠点と需要地をPL・船・鉄道・
車両輸送で結ぶ

供給網を最適化
製造技術の低コスト化の実現、新たな製造技術の推進

需要量・距離・地域特性に応じ
輸送手段と拠点配置を最適化

③ 水素ステーション

需要を立上げ

HDV需要へ対応

大流量・大容量充填、低コスト・
高耐久技術を実証

事業性あるHRSへ

高稼働化・運営最適化により
商用車向け供給網を拡大

国内網を高度化

多様な車両・産業機械へ展開し
HRSを含む供給網を最適化

④ 共通基盤

実装を下支え

実装条件・基盤を整える
材料・安全評価、規制見直し、

国際標準化の基盤を構築。人材確保・育成

共通基盤の活用展開
蓄積データを活用した機器・システム開発の推進規
制見直し、国際標準化の推進。人材確保・育成

民間中心で維持・更新
市場動向に応じて基盤・標準を更新し

次世代技術へ継承

大規模供給・発電 × 地域展開 × モビリティ需要 × 共通基盤 ＝ 供給拡大・需要創出・コスト低減の好循環

（参考）水素インフラ技術開発ロードマップの技術開発のターゲット

8



9

大量供給と大規模発電を両輪で実現し、水素市場形成の起点をつくる。

2030 商用化への橋渡し

供給と需要の両方を立ち上げる

SC実証で大型化・高効率化を検証

液化水素・MCH・アンモニアを並行開発

混焼の社会実装と専焼技術の確立

2040 商用規模への拡大

供給拡大とコスト低減を同時に進める

商用SCを構築・拡大

水素・アンモニア発電を拡大

高混焼・専焼技術を実機で実証

2050 自立市場の実現

多様化と専焼化で市場を自立させる

供給源・キャリアを用途別に選択

専焼発電を社会実装・導入拡大

SCの更なる拡大で低コスト化

（参考）① 大規模水素サプライチェーンの構築（水素インフラ技術開発ロードマップ）

9
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国内製造を「大型化・量産化」し、国内輸送を「多様化・最適化」して需要地へ届ける。

（参考）② 需要地水素サプライチェーンの構築（水素インフラ技術開発ロードマップ）

2030 技術・モデルを確立

国
内
水
素
製
造

● アルカリ・PEMの大規模実機実証

● AEM・SOECの大規模化技術開発

● 変動電力対応・耐久性・量産仕様を確立

国
内
輸
送

● 多様な需要を想定した低コスト輸送

● 圧縮機・貯蔵・PL・トレーラー等を高度化

● 製造・輸送・利用を一体で実証

2040 量産・供給網を拡大

● 水素製造コストの低減／海外市場獲得

● 量産化・大型化で資本コストを低減

● アルカリ6.6万円/kW・PEM5.7万円/kW

● ハブ＆スポーク型輸送網を技術立証

● PL・船・鉄道・車両を需要別に組合せ

● 自立分散型・地産地消モデルを展開

2050 供給方式を最適化

● 国内外で水電解市場を拡大

● 新たな水素製造技術を実証・社会実装

● 地域資源と需要に応じ製造方式を選択

● 整備済み供給網を需要ニーズに最適化

● 需要量・距離別に輸送手段を選択

● 更なる低コスト化と安定供給を実現

国
内
輸
送

国
内
輸
送

国
内
水
素
製
造

国
内
水
素
製
造

10



11

HDVを起点に、事業性のある水素ステーションを確立し、多様な移動体へ展開する

（参考）③ 水素ステーションの導入拡大（水素インフラ技術開発ロードマップ）

2030 商用化モデルの確立

重点需要地で需要と供給を立ち上げる

HRS全体を最適化し、低コスト・高耐久・高信頼化

HDV向け大流量・大容量充填技術を確立

重点地域・幹線道路で初期導入を進める

2040 システム最適化

技術開発・実証・実装を進める

標準化・モジュール化・コンパクト化を推進

HDV向けHRSの導入・運用を本格化

2050 自立的な市場形成

多様な移動体へ供給し、配置を最適化する

事業性のあるHRSを普及・拡大

建機・農機・産業車両等へ供給対象を拡大

国内インフラ網を需要に応じ最適化・高度化システム最適化と導入・運用の本格化

11
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（参考）④ 共通基盤整備（水素インフラ技術開発ロードマップ）

安全・標準・データ・人材の基盤を整え、①～③の社会実装を横断的に支える

2030 実装条件を整える

共通基盤を構築する

材料評価・安全評価の基盤とデータを整備

規制合理化・適正化、国際標準化を推進

設計・運転・保守・規制・標準化を担う人材
を確保・育成

社会実装の土台を確立

2040 基盤を活用・展開する

蓄積した知見を実装へつなぐ

評価基盤・データを機器・システム開発へ活用

重点分野の規制見直し・国際標準化を推進

人材・知見・情報共有を拡大し、実装力を強化

産業競争力を支える基盤へ

2050 民間中心で維持・更新

市場とともに基盤を進化させる

確立した基盤・標準・データを継続更新

民間事業者を中心に維持・運用する体制へ

技術・知見・人材を次世代技術へ継承

持続的な自立市場を下支え

人材は全期間共通 設備は作れても、設計・運転・保守、標準化や規制を担う人材がいなければ、市場は成立しない
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